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本レポートのサマリー

広島

日本

米国

世界

2026年度下期の見通し

 中東情勢による下押しリスクは残るものの、AI関連投資が世界経済の成長を後押し

 AI関連投資が成長を牽引
 高いエネルギー自給率により中東リスクへの耐性は高い
 雇用環境は底堅さを維持、個人消費は資産効果や減税政策を背景に堅調

 中東情勢による資源価格の上昇・供給不安で減速するも、下期は持ち直しへ
 個人消費は賃上げの継続や政府の物価抑制策が下支え
 設備投資はAI関連投資や省力化・更新投資で高水準を維持
 日銀は物価上振れリスクを警戒し、金融政策の正常化を継続

 輸出・生産は半導体等電子部品や自動車が牽引し、回復基調で推移
 個人消費は賃上げ等による所得環境の改善を背景に緩やかに持ち直し
 設備投資は人手不足を背景に省力化・効率化投資を中心に堅調
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• 2026年3月以降の中東情勢の緊迫化によってホルムズ海峡を巡る供給不安が高まり、日本が輸入に依存する石油関連製品の安定調達に懸念が生じた。とり
わけ、石油化学製品の基礎原料であるナフサは幅広い産業に影響を及ぼすことから、その動向が注目された。

• ナフサ等揮発油の輸入先をみると、中東からの輸入が減少する一方、米国からの輸入が急増しており、供給不安への対応として調達先の多様化が進んでいる。

• 一方、石油関連製品の企業間取引価格は上昇しており、エネルギーコストや原材料コストの上昇が広がっている。今後はこうしたコスト上昇が川上から川下へ順
次転嫁されることで、一定期間にわたり物価上昇圧力として作用する可能性がある。

ナフサ等揮発油の輸入動向

（資料）財務省「貿易統計」より当部作成

Ⅰ. 最近の注目点 １．中東情勢の影響 ～石油関連製品の価格上昇は一定期間続く可能性～

（資料）日本銀行「企業物価指数」より当部作成

石油関連製品の企業間取引価格動向

26年５月前年比
中東 ▲90.0％
米国 ＋569.6％

26年５月
前年比

ナフサ
+79.4%

ベンゼン
＋65.0％

エチレン
＋60.7%

ポリエチレン
+27.7％

プラスチックフィルム・シート+9.1%

イラン紛争勃発

米国から
代替調達
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• WSTS（世界半導体市場統計）の2026年春季予測によれば、世界の半導体市場はAI関連需要の拡大を背景に、2026年に1.5兆ドル（前年比＋
89.9％）へ急拡大する見通しである。特に、生成AI向けサーバーやデータセンター投資が活発な米国を中心に市場が拡大しており、AI向け半導体に搭載され
るHBM（広帯域メモリー）の需要増加を受けて、メモリー市場が成長を牽引すると予測されている。

• AIの普及は、業務の自動化や研究開発の効率化を通じて生産性を大幅に向上させる可能性がある。IMFは、「AI導入が進むシナリオ」では世界の実質GDP
が10年後にAIの導入が進まない場合と比較して約4％上振れすると試算している。加えて、AI関連の設備投資需要の拡大も見込まれることから、AIは中長
期的な世界経済の成長ドライバーとして期待されている。

世界半導体市場（販売額）の見通し

（資料）WSTS資料より当部作成

Ⅰ. 最近の注目点 ２．AI・半導体需要の拡大 ～AIが世界経済の成長を牽引～

（資料）IMF資料より当部作成

AIの普及シナリオ
（実質GDP成長率への影響）

1.5兆㌦

1.9兆㌦

見通し
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4月時点の

見通し対比

4月時点の

見通し対比

4月時点の

見通し対比

4月時点の

見通し対比

　世界 3.5 3.0 ▲0.1 3.4 +0.2 4.7 +0.3 3.9 +0.2

米国 2.1 2.3 0.0 2.2 +0.1 3.6 +0.4 2.4 +0.3

ユーロ圏 1.4 0.9 ▲0.2 1.2 0.0 2.9 +0.3 2.3 +0.1

日本 1.1 0.6 ▲0.1 0.7 +0.1 2.3 +0.1 2.5 +0.2

中国 5.0 4.6 +0.2 4.1 +0.1

国・地域

実質GDP成長率 消費者物価指数

2025年

(実績）

2026年

（見通し）

2027年

（見通し）

2026年

（見通し）

2027年

（見通し）

• IMFが2026年7月に公表した世界経済見通しでは、日本を含むアジアのエネルギー輸入国では中東情勢悪化に伴うエネルギー価格上昇が景気の重石となる
一方、AIの進歩・普及を背景としたAI関連投資の拡大が世界経済の成長を後押ししている。

• 物価見通しについては、原油・天然ガス・食料・肥料等の価格上昇によりインフレ率は上昇するものの、現時点では基調的なインフレ圧力の高まりは限定的として
いる。

Ⅱ. 世界経済の現状と見通し １．世界経済 ～AI関連投資が世界経済の成長を後押し～

主要国・地域別の実質GDP成長率および消費者物価指数の見通し

（注1）見通しは2026年7月時点 （注2）中国の消費者物価見通しは未公表
（資料）IMF資料より当部作成

（単位：％、％ポイント）



6

1.2

▲ 1.0

▲ 0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2022/
1-3 7-9

23/
1-3 7-9

24/
1-3 7-9

25/
1-3 7-9

26/
1-3

（前期比年率％、％ポイント）

（年/月）

IT関連

非IT関連

0.8

3.6 3.3

1.9

▲ 0.6

3.8
4.4

0.5

2.1
1.5

▲ 6

▲ 4

▲ 2

0

2

4

6

8

10

12

14

2024/
1-3 4-6 7-9 10-12

25/
1-3 4-6 7-9 10-12

26/
1-3 4-6

個人消費

実質GDP成長率

設備投資

その他

純輸出

（前期比年率％、％ポイント）

在庫投資

（年/月）
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10-12月期 1-3月期 4-6月期

個人消費 1.3 0.4 2.1

設備投資 0.3 1.1 1.2

純輸出 ▲ 0.2 ▲ 0.4 ▲ 1.0

在庫投資 0.1 0.2 ▲ 0.7

（前期比年率寄与度、％ポイント）

寄与度
2026年

• 2026年4－6月期の実質GDP成長率は前期比年率＋1.5％となり、26年1－3月期（＋2.1％）から減速した。もっとも、これはAI関連設備投資の拡大に
伴う通信機器や半導体、産業機械等の輸入増加が成長率の押し下げ要因として働いたためであり、景気は国内需要を中心に堅調に推移している。

• 2026年通年では、個人消費は株高による資産効果や減税政策を背景に底堅さを維持すると見込まれるほか、AI関連投資や半導体・データセンター向けを
中心に設備投資が成長を牽引する見通しである。

Ⅱ. 世界経済の現状と見通し ２．米国経済 （１）AI関連投資が成長を牽引

米国の実質GDP成長率の推移 設備投資（IT関連・非IT関連）

（注）棒グラフは前期比年率寄与度
（資料）米国商務省資料より当部作成

（注）棒グラフは前期比年率寄与度
（資料）米国商務省資料より当部作成
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Ⅱ. 世界経済の現状と見通し ２．米国経済 （２）中東リスクへの高い耐性

• 米国は2022年以降、石油（原油および石油製品）の純輸出国へ転換しており、エネルギー自給率は100％を超えている。

• このため、中東情勢の悪化に伴うエネルギー価格の上昇は家計や企業活動の下押し要因となるものの、中東リスクへの耐性は主要国の中でも高く、経済への
直接的な影響は限定的と考えられる。

米国のエネルギー自給率米国の貿易収支（原油及び粗油）の推移
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（資料）米国国勢調査局資料より当部作成

年 総一次エネルギー生産 総一次エネルギー消費 自給率

1975 59 70 85％

1980 65 76 86％

2000 71 99 72％

2025 107 96 111％

（資料）米国エネルギー情報局資料より当部作成

（注1）一次エネルギーとは、自然界から得られる未加工エネルギー（原油、天然ガス、石炭、原子力、水力、

太陽光、風力、地熱、バイオマス等）

（注2）エネルギー自給率の定義＝一次エネルギー生産÷一次エネルギー消費×100

（注3）単位のBtuは英熱量単位。クアッドBtu＝1,000兆Btu

（単位：クアッドBtu)

順位 国 総一次エネルギー生産

1 中国 134

２ 米国 104

３ ロシア 60

４ サウジアラビア 27

一次エネルギー生産ランキング（2024年）

（単位：クアッドBtu)
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• 米国の労働市場は、年初までは「雇用者数の伸びの鈍化」、「失業率の緩やかな悪化」、「求人件数の減少」などから、減速感が強まっていた。しかし、その後は、
医療、レジャー・宿泊を中心に雇用者数・求人数が持ち直している他、失業率は4％台前半で安定するなど、雇用環境は底堅さを維持している。

Ⅱ. 世界経済の現状と見通し ２．米国経済 （３）雇用環境は底堅さを維持

米国の非農業部門雇用者数と失業率の推移 米国の求人件数および
非農業部門雇用者数増加率の推移

（注）失業率＝失業者÷労働力人口
（資料）米国労働省資料より当部作成

（資料）米国労働省資料より当部作成
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• ミシガン大学の調査によれば、米国の1年先の期待インフレ率は、中東情勢の緊迫化に伴う原油高への警戒感などを背景に高水準ながら、消費者センチメントは
足元では持ち直しの動きがみられる。

• こうした状況下、個人消費は可処分所得の増加や株価上昇による資産効果を背景に富裕層を中心に堅調であり、今後も底堅く推移するとみられる。なお、消
費の堅調さは金融市場に支えられている側面も大きく、株価調整やインフレ高伸が下押し要因となる可能性には留意が必要である。

米国の消費者センチメントと
1年先期待インフレ率の推移

Ⅱ. 世界経済の現状と見通し ２．米国経済 （４）個人消費はなお堅調

（注）1年先期待インフレ率：消費者見込む1年先の物価上昇率を示す指標
（資料）University of Michigan, Survey Research Center, Surveys of

Consumers.（ミシガン大学調査研究センター「Surveys of Consumers」）
資料より当部作成
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（注）四半期ベース
（資料）FRB、米国商務省資料より当部作成

（資料）米国経済分析局資料より当部作成
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2026 2027 2028 長期 2026 2027 2028 長期

2025年12月 2.3 2.0 1.9 1.8 4.4 4.2 4.2 4.2

2026年3月 2.4 2.3 2.1 2.0 4.4 4.3 4.2 4.2

2026年6月 2.2 2.3 2.2 2.0 4.3 4.3 4.2 4.2

2026 2027 2028 長期 2026 2027 2028

2025年12月 2.4 2.1 2.0 2.0 2.5 2.1 2.0

2026年3月 2.7 2.2 2.0 2.0 2.7 2.2 2.0

2026年6月 3.6 2.3 2.0 2.0 3.3 2.5 2.1

GDP 失業率

PCEデフレータ コアPCEデフレータ

• FRBの金融政策を決定するFOMC（公開市場委員会）は、7月の会合で政策金利を3.50～3.75％で据え置いた。ただし、投票メンバー12人中3人が
0.25％の利上げを主張し、委員会内でインフレへの警戒感が強まっていることが明らかになった。

• ウォーシュ議長は、2％の物価目標達成を重視する姿勢を示し、インフレが強まれは利上げもありうるとしたが、その一方で、次回以降の政策については明言せず、
今後の物価や雇用の動きを見て判断する方針を示した。

ウォーシュ議長会見要旨（７月FOMC） 米国の政策金利の推移と見通し

Ⅱ. 世界経済の現状と見通し ２．米国経済 （５）強まるインフレへの警戒感

要 旨

景気は底堅く、雇用も概ね安定している。
 インフレ率は依然として２％を上回っているが、容認している

わけではない。
今後の金融政策については、あらかじめ方向を決めず、物価

や雇用などの経済指標を確認しながら判断する。

FOMC参加者の経済見通し（6月FOMC）
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25/

2026年6月FOMCの

ドットチャート中央値

（年/月）

27/ 28/

2026年3月FOMCの

ドットチャート中央値

（注1）実績は誘導目標の上限値、2026～28年末は見通しの中央値
（注2）赤枠は2026年3月のドットチャートレンジ。青枠は2026年6月のドットチャートレンジ
（資料）FRB資料より当部作成

（資料）各種報道より当部作成

（資料）FRB資料より当部作成
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月期

10-12
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1-3

月期

最終消費 2.7 2.4 2.3

固定資本形成 0.9 0.7 1.9

純輸出 1.2 1.4 0.8

2025年

• 2026年4－6月期の中国の実質GDP成長率は前年同期比＋4.3％となり、1－3月期（＋5.0％）から減速した。もっとも、中国政府が重点育成するAI・半
導体等の生産・輸出が景気を下支えしている。

• 2025年は米中貿易摩擦の激化により対米輸出が急減したが、中国企業はASEANや欧州向けの輸出拡大を進めた。足元では通商対話の継続を背景に米
国向け輸出も持ち直しており、輸出が景気を支える構図が続いている。

中国の実質GDP成長率の推移

Ⅱ. 世界経済の現状と見通し ３．中国経済 （１）AI関連の生産・輸出が景気を下支え

（注）棒グラフは前年同期比寄与度
（資料）中国国家統計局資料より当部作成

中国の輸出金額の推移

（資料）中国海関総署資料より当部作成

米国向け輸出の持ち直し
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• 住宅価格の下落が続くなか、資産価値の目減りによる逆資産効果に加え、若年層の失業率が依然として高水準にあるなど、雇用環境の改善が遅れている。こ
のため、個人消費は力強さを欠く状況が続いており、小売売上高も低調に推移している。

Ⅱ. 世界経済の現状と見通し ３．中国経済 （２）不動産不況の長期化で個人消費は力強さを欠く

中国の新築住宅価格の推移
中国の小売売上高の推移

中国の失業率の推移

（資料）上下グラフとも中国国家統計局資料より当部作成

（資料）中国国家統計局資料より当部作成
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個人消費 固定資本投資

その他実質GDP成長率

1.8
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▲ 1
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2022/
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23/
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24/

1-3 7-9

25/

1-3 7-9

26/

1-3

（前期比年率％、％ポイント）

（年/月）

純輸出

• 2026年4－6月期のユーロ圏実質GDP成長率は前期比年率＋1.8％と、26年1－3月期（同＋0.0％）から持ち直した。中東情勢に伴うエネルギー価格
上昇などが重石となる中でも、主要国を中心に景気は底堅く推移している。

• 欧州委員会およびECBの見通しによれば、2026年の実質GDP成長率は0.8～0.9％と潜在成長率を下回る見込みであり、中東情勢に伴うエネルギー価格上
昇や不透明感の高まりが景気の重石となる。一方、足元の景気は見通し対比で底堅く推移しており、 2027年には1.2％程度まで持ち直し、潜在成長率並み
の成長へ回帰すると見込まれている。

ユーロ圏の経済見通し

Ⅱ. 世界経済の現状と見通し ４．欧州経済 （１）景気は低成長ながら持ち直しへ

（注）棒グラフは前期比年率寄与度
（資料）Eurostatより当部作成

ユーロ圏の実質GDP成長率の推移

（資料）欧州委員会「2026年春の経済見通し」より当部作成

2026年 2027年

実質GDP成長率 0.9％ 1.2％

インフレ率 3.0％ 2.3％

2026年 2027年

実質GDP成長率 0.8％ 1.2％

インフレ率 3.0％ 2.3％

欧州委員会

ECB

（資料）ECBスタップ見通し（2026年6月）より当部作成
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• ユーロ圏の消費者物価指数（HICP）は、中東情勢の緊迫化に伴う石油系燃料価格の高騰を主因に2026年5月には前年同月比＋3.2％へ上昇。6月は
同＋2.8％へと低下したものの、依然としてECB目標の２％を上回っている。もっとも、ECB賃金トラッカーが示す妥結賃金上昇率は2026年末にかけて2.6％程
度で推移する見通しであり、現時点で賃金・物価スパイラルの明確な兆候は確認されていない。

• 一方、ECBはエネルギー高が今後の賃金交渉やサービス価格に波及し、インフレ期待を押し上げるリスクを警戒している。こうしたリスクを未然に抑えるため、26年
6月には利上げを実施しており、今後の金融政策は、賃金やサービス価格への二次的波及効果を見極めながら判断されるとみられる。

ECB政策金利の推移 妥結賃金上昇率の推移

Ⅱ. 世界経済の現状と見通し ４．欧州経済 （２）ECBは引き続きインフレを警戒

2.6

0

1

2

3

4

5

6
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（前年比、％）
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（資料）Eurostatより当部作成

（資料）ECBより当部作成

ユーロ圏の消費者物価指数（HICP）の推移
（資料）ECBより当部作成
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• 2026年度上期の日本経済は、中東情勢に起因した原材料価格の上昇や供給制約に伴う生産活動の鈍化などから、減速する見込みである。ただし、中東の
混乱が年度半ばに収束することを前提に、こうした下押し要因は下期後半にかけて徐々に解消していくとみている。

• 26年度の実質成長率は、年度前半の下押し影響が残るものの、AI関連投資をはじめとした設備投資の増加に支えられ、＋0.6％程度を見込む。なお、本見
通しには織り込んでいないが、7月28日に発生した熊本地震の影響は大きな懸念材料である。

個人消費…賃上げの継続に加え、政府の物価抑制策による実質所得の改善を背景に底堅く推移。

設備投資… AI関連、省力化・更新投資で高水準を維持。

輸出入…輸出はトランプ関税の影響は一巡、世界的なAI需要により堅調。一方、輸入は価格上昇により増加し、純輸出は一時的にマイナス。

 リスク要因…中東情勢の再緊迫化に伴うエネルギー価格の上昇および供給制約の深刻化、円安進行に伴うインフレの加速

Ⅲ. 日本経済の現状と見通し １．総論 （１）緩やかな回復基調を維持
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個人消費 設備投資 純輸出 在庫投資 その他 実質GDP成長率（前年度比％、前期比年率％、％ポイント）

（年/月）
（年度）

年度 四半期

見通し見通し

（注）棒グラフは成長率寄与度
（資料）実績は内閣府、見通し当部作成

日本の実質GDP成長率の見通し
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• 高市政権は「責任ある積極財政」を掲げ、危機管理投資と成長投資を通じた供給力強化を目指している。骨太方針2026では、債務残高対GDP比の安定
的な低下を重視する考え方が示されており、重点投資が潜在成長率の向上や民間投資の拡大につながるかが最大の焦点となる。

• 一方、政府は2040年までに官民合わせて370兆円規模の投資を計画し、うち毎年約10兆円の財政支出を想定している。市場では積極財政への期待と財
政悪化への懸念が交錯する中、円安進行や長期金利の上昇がみられている。今後、成長戦略が期待どおりの成果を上げられなければ、財政の持続可能性に
対する懸念が強まり、円安・金利上昇圧力が一段と高まる可能性がある。

Ⅲ. 日本経済の現状と見通し １．総論 （２）高市政権の成長投資と市場が織り込む副作用

高市政権の政策（17の戦略的重点投資分野） 期待される効果と副作用

景気下支え 賃上げ促進

生産性向上税収増

円安進行

長期金利上昇

VS

期待される効果 副作用
生活の安全保障・物価高対策

危機管理投資・成長投資

防衛・外交

三
本
の
柱

為替相場と長期金利の推移国・地方の債務残高（対名目GDP比）

（資料）内閣府「日本成長戦略の下での中長期的な経済・財政の姿に関する試算」を基に当部作成

（注）直近は2026年7月27日時点
（資料）FRB、財務省、日本銀行資料より当部作成

潜在成長率が1％台後半（ケース①）または1％台半ば
（ケース②）まで高まれば、債務残高対GDP比は低下する

潜在成長率が0％台前半にとどまれば
（ケース③）再び上昇に転じる

AI・半導体、デジタル・サイバーセキュリティ、情報通
信、量子、防衛産業、航空・宇宙、海洋、造船、マ
テリアル（重要鉱物・部素材）、合成生物学・バイ
オ、 創薬・先端医療、資源・エネルギー・安全保障・
GX、フュージョンエネルギー、フードテック、防災・国土
強靭化、港湾ロジスティクス、コンテンツ
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• 主要通貨圏において日本の対GDP比政府債務残高が突出する中で、ドル円相場は高市政権の政策を受けた財政懸念の強まりなどを背景に円安が進行。

• また、実需面においても、「デジタル赤字」の拡大や新NISAを起点とした海外証券投資の活発化などを背景に、円安圧力が強まりつつある。

ドル円レートと実質日米金利差の推移

日本のサービス収支の推移

円安

円高 （注1）実質日米金利差は、両国の長期金利からCPI前年比を差し引いて算出
（注2）直近は2026年7月27日時点 （資料）FRB、財務省資料より当部作成

（資料）財務省資料より当部作成

投資信託経由の対外証券純投資の推移

（注）3ヵ月移動平均値（資料）財務省資料より当部作成

その他サービス収支に含まれる
「デジタル赤字」が拡大
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Ⅲ. 日本経済の現状と見通し １．総論 （３）円安進行の背景にある構造要因
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• 財務省法人企業統計によれば、2026年1－3月期の経常利益は前年同期比＋14.6％と、6四半期連続でプラスとなった。このうち製造業では業務用機
械を除き増益で、中でも情報通信機械は、AIやデータセンター向けの旺盛な需要を受けて前年同期差+1.59兆円に達している。

• なお、 4－6月期以降は中東情勢の影響が本格化するとみられ、各種コストの上昇に伴い利益は下押しされるものとみられる。

Ⅲ. 日本経済の現状と見通し １．総論 （４） AI関連で旺盛な需要

業種別に見た経常利益
2026年1－3月期の経常利益
（法人企業統計調査）
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• 日本の実質輸出は、中国向けは低調な推移が続いているものの、トランプ関税の影響が一巡した米国向けを中心に持ち直している。

• 品目別では自動車関連が回復しているほか、AI・データセンター向け需要の拡大を背景に集積回路や半導体製造装置等の輸出が増加しており、輸出全体を
下支えしている。

Ⅲ. 日本経済の現状と見通し ２．輸出 ～トランプ関税の影響は一巡、世界的なAI関連需要が下支え～

半導体関連輸出（集積回路・半導体製造装置）

（注）季節調整値
（資料）日本銀行資料より当部作成

実質輸出（国別、品目別）
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（資料）財務省資料より当部作成

AI向け需要
の恩恵
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• 財務省法人企業統計によれば、2026年1－3月の設備投資は前年同期比＋2.9％と増加。日銀短観（6月調査）によれば、2026年度の設備投資計画
は引き続き高水準となっており、企業の投資意欲は堅調に推移している。

• 足元のエネルギー価格の上昇に伴うコストの増加が設備投資の抑制要因となる懸念はあるものの、 AI関連投資や省力化・更新投資が下支えとなり、設備投
資は高水準で推移すると予想される。

Ⅲ. 日本経済の現状と見通し ３．設備投資 ～AI関連・省力化・更新投資で高水準を維持～

設備投資額の推移（日本銀行）設備投資額の推移（法人企業統計）

（注1）（ ）内は前年同期比
（注2）大企業：資本金10億円以上、中堅企業：資本金1億円以上

10億円未満、中小企業：資本金1千万円以上1億円未満
（資料）財務省「法人企業統計」より当部作成

（注1）全規模・全産業ベース、土地投資額を除く
（注2）2026年度は26年6月調査における計画値
（資料）日本銀行「短観」より当部作成
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• 全国の消費者物価指数（総合）は、米や生鮮食品をはじめとする食料価格の高騰等を受けて、2025年1月に前年同月比＋4.0％と大きく上昇したが、その
後の伸びは徐々に鈍化し、2026年1月以降は2％を下回って推移している。もっとも、これは政府の物価高騰対策（エネルギー価格の抑制策や補助金の実施
など）や、ベース効果（前年の食品価格の大幅上昇の一巡で前年比の伸びが低く見える）によるものである。

• 年度後半にはこうした効果が一巡するとともに、昨今の賃金動向や為替動向、原材料価格の動向等を踏まえると、物価は再び２％を超えていく可能性が高い。

Ⅲ. 日本経済の現状と見通し ４．個人消費 （１）消費者物価は再び２％超えへ

消費者物価指数（総合）の推移

（注）棒グラフは前年同月比寄与度
（資料）総務省資料より当部作成

当部試算

政策除きの
消費者物価上昇率

政策による
押し下げ効果

WTI先物
（1バレル） 90ドル

ドル円 160円

教育関連
私立高校授業料無償化
公立小学校給食費無償化

エネルギー
関連

電気・ガス補助金
（26/7～9）
ガソリン補助金
（～27/3）

【試算の前提】

【政府の物価抑制策】
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• 厚生労働省の毎月勤労統計調査によれば、名目賃金（名目所定内給与）は前年比プラスで推移。一方、実質賃金も2026年入り後はインフレ率の鈍化か
らプラスで推移している。もっとも、こうした物価抑制策は時限的であることから、その効果が一巡した後も実質賃金の改善が続くかどうかが個人消費の持ち直し
の鍵となる。

• 因みに、日銀の生活者意識に関するアンケート調査によれば、家計の期待インフレ率は引き続き高水準にあり、物価上昇への警戒感は根強い。

Ⅲ. 日本経済の現状と見通し ４．個人消費 （２）実質賃金改善の持続が個人消費持ち直しのポイント

実質賃金と名目所定内給与の推移 1年後・5年後の期待インフレ率

（注）従業員5人以上の事業所、所定内給与は一般労働者
（資料）厚生労働省資料より当部作成

2019

（資料）日本銀行資料より当部作成
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実質GDP
消費者物価指数

（除く生鮮食品）
消費者物価指数

（除く生鮮食品・エネルギー）
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2026年度
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• 日本銀行は6月16日の金融政策決定会合で政策金利を0.75％から1.00％へ引き上げた後、7月31日の会合では政策金利を1.00％で据え置くことを決定
した。一方、展望レポートでは成長率・物価見通しを上方修正しており、金融政策正常化の方向性は維持されている。

• その背景には、原油高や円安による物価上昇に加え、企業の価格転嫁の進展や予想インフレ率の上昇を通じた二次的波及効果への警戒がある（P.24参
照）。日銀は今後も経済・物価情勢を確認しながら金融緩和の度合いを調整していく方針であり、市場の関心は追加利上げの時期や政策金利の到達水準
に移っている。

Ⅲ. 日本経済の現状と見通し ５．金融政策 ～金融緩和の度合いを調整する利上げが継続～

日銀 政策委員の大勢見通し マーケットにおける日銀の利上げ見通し

（注）2026年7月27日時点
（資料）日本証券クリアリング機構資料より当部作成（資料）日本銀行資料より当部作成

（注）対前年度比、％。（ ）内は政策委員見通しの中央値
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• 日銀は、原油高や円安による輸入物価の上昇といった一次的な物価押し上げに加え、デフレマインドの後退に伴う企業の価格転嫁の進展や賃上げを背景とした
予想インフレ率の上昇を通じて、消費者物価が想定以上に上昇する「二次的波及効果」への警戒感を強めていると考えられる。

Ⅲ. 日本経済の現状と見通し 【参考】 物価の二次的波及効果を警戒する日銀

基調的物価の上振れリスク 輸入・企業・消費者物価指数および
ドル円レートの推移

国内企業物価上昇

消費者物価上昇

基調的物価の上振れリスク（二次的波及効果）

コスト上昇
賃金上昇

価格転嫁

予想インフレ率の上昇

価格設定行動の変化

原油高 円安

輸入物価上昇
一
次
的
波
及
効
果

（資料）総務省、日本銀行資料より当部作成
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• 日銀短観（2026年6月調査）によれば、広島県内企業の業況判断DIは＋22％ポイント（3月調査比＋3ポイント）と上昇。製造業（同＋6ポイント）が
鉄鋼・非鉄金属など素材業種を中心に上向いたほか、非製造業（同＋1ポイント）も宿泊・飲食サービスや運輸・郵便などで改善した。なお、先行きは慎重な
見方となっているが、イラン紛争の停戦合意を十分に反映していない可能性がある。

• 景気ウォッチャー調査における中国地方の5月の現状判断DI（季節調整値）は44.2と、引き続き目安の「50」を大きく下回るものの足下で改善しており、底打
ちの動きがみられる。

Ⅳ. 広島県経済の現状と見通し １. 景況感 ～中東情勢の緊張緩和を受け、景況感の改善を期待～

広島県内企業の業況判断DIの推移
（日銀短観）

現状判断DIの推移
（景気ウォッチャー調査）

（注）業況判断DI＝業況が「良い」－「悪い」とする企業割合

（資料）日本銀行広島支店「短観」より当部作成

（注）季節調整値

（資料）内閣府「景気ウォッチャー調査」より当部作成
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• 2026年5月の広島県の輸出金額（2,342億円）は前年同月比＋21.2％と、4ヵ月連続して前年を大きく上回った。

• 品目別には再輸出品（※）（前年同月比寄与度＋16.6％ポイント）が、地域別には台湾向け（同＋19.8％ポイント）が全体を牽引した。

広島県の輸出金額の推移
（品目別寄与度）

広島県の輸出金額の推移
（国・地域別寄与度）

（注）再輸出品は「その他」に含む
（資料）神戸税関資料より当部作成

（注）棒グラフは前年同月比寄与度

（資料）神戸税関資料より当部作成

Ⅳ. 広島県経済の現状と見通し ２．輸出 ～半導体等電子部品・台湾向けが牽引～
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（※）再輸出品：日本から輸出する外国産貨物のこと。単純な混合・分離、単純な組立・分解などの加工にとどまり、国内産業に影響を与えない、あるいは国内で消費されない貨物は

輸入の許可の日から原則1年以内に再び輸出される場合、関税が免除される。
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国内生産台数

• 2026年4月の広島県の鉱工業生産指数（2020年＝100）は110.3と、前月（110.8）から小幅に低下。ただし、電子部品・デバイス（171.4）が引き
続き高水準で推移しているほか、主力の自動車（113.6）も上向いており、県内の生産活動は全体として回復基調をたどると期待される。

• ちなみに、26年6月のマツダの国内生産台数は71千台（前年同月比＋17.0％）と、5ヵ月連続で前年を上回った。CX-5の新型モデルの販売が昨年末の欧
州に続いて北米・日本市場でもスタートしており、今後も底堅い動きが期待される。

マツダの国内生産台数の推移広島県の鉱工業生産指数の推移

（資料）マツダ㈱資料より当部作成（注）季節調整値

（資料）広島県資料より当部作成

Ⅳ. 広島県経済の現状と見通し ３．生産活動 ～電子部品・デバイス堅調、自動車回復基調～
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• 日銀短観によれば、県内企業の2026年度の経常利益（2016年度＝100）は全産業ベースで64.1と、3年連続の減益を計画。中東情勢に起因するエネル
ギーや各種原材料、輸送コストの上昇などに伴う業績の下押しが見込まれている。

• また、当部が県内の中小企業を中心に今年4月に実施した調査においても、26年度に増益を見込む企業割合は25年度の30.1％から18.1％に大きく低下し
ている。

経常利益の業績別社数構成比
（当部2026年4月調査）

（資料）当部実施の経営者アンケート調査より作成

Ⅳ. 広島県経済の現状と見通し ４．企業業績 （１）黒字を維持するも、企業収益の見通しは慎重化

広島県内企業の経常利益の推移
（日銀短観）

（注）想定為替レート：25年度：149.84円／ドル、26年度：153.09円／ドル

（資料）日本銀行広島支店「短観」より当部作成
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• ちなみに、日銀短観によれば、仕入価格判断DIは3月調査の53％ポイントから6月調査は71％ポイントへ、販売価格判断DIも同33％ポイントから45％ポイン
トへと大幅に上昇しており、コスト上昇と価格転嫁の動きは先行きさらに強まる見通しである。

• もっとも、当部が2026年4月に実施した調査によれば、25年度に各種コストや人件費・労務費の販売価格への「転嫁を行った」と回答した企業は6割近くを占め
たが、うち半数の企業はカバー率「8割」に届いていない。価格転嫁の進む企業とそうでない企業との間で、業績格差は一段と広がるものと予想される。

2025年度の価格転嫁の実施状況
（当部2026年4月調査）

要請したが
実現しなかった

7.1％

広島県内企業の仕入・販売価格判断DIの推移
（日銀短観）

見通し

（注）仕入（販売）価格判断DI＝価格が「上昇」－「下落」した企業割合

（資料）日本銀行広島支店「短観」より当部作成

33

53

（注）カバー率：各種コストや人件費・労務費の上昇分のうち転嫁できた割合
（資料）当部実施の経営者アンケート調査より作成

Ⅳ. 広島県経済の現状と見通し ４. 企業業績 （２）価格転嫁は進展するも、コスト吸収はなお不十分

価格転嫁のカバー率

カバー率 割合

100％（満額） 10.1％

80～100％未満 34.9％

50～80％未満 28.7％

30～50％未満 9.1％

30％未満 17.3％

価格転嫁を行った
企業のうち

カバー率8割未満

55.1％
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• 日銀短観によれば、県内企業の26年度の設備投資計画額（2016年度＝100）は156.4と、過去最高であった24年度（132.1）をさらに上回る見込み。

• 深刻な人手不足を背景に、自動化・省力化など生産性向上や就労環境の改善に向けた企業の投資意欲は強く、今後も堅調に推移する見通し。ただし、今後
の企業収益の動向次第では計画が下押しされる懸念もある。

広島県内企業の設備投資計画額の推移
（日銀短観）

広島県内企業の雇用人員判断DIの推移
（日銀短観）

見通し

（注）土地投資額を含む

（資料）日本銀行広島支店「短観」より当部作成

【2025年度比】
全産業 ：＋27.8％
製造業 ：＋17.5％
非製造業：＋33.4％

Ⅳ. 広島県経済の現状と見通し ５．設備投資 ～今後も堅調に推移する見通し～

（注）雇用人員判断DI＝雇用が「過剰」－「不足」とする企業割合

（資料）日本銀行広島支店「短観」より当部作成

見通し
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• 2026年6月の広島市の消費者物価指数（総合）は前年同月比＋2.0％と、前月（同＋1.6％）から伸びが上昇。今年1～3月の電気・ガス料金補助が
終了するなど、エネルギー価格抑制策の寄与が剥落したこと等が影響した。

• 参考までに、県内在住の男女約2,000人を対象に、当部が今年6月に実施した調査によれば、今後1年程度の物価の動きについて 「かなり上昇していくと思う」
と回答した割合が5割超に上昇するなど、消費者の物価先高観はさらに高まっている。

広島市の消費者物価指数（総合）の推移 家計から見た今後1年程度の物価の動き
（当部2026年6月調査）

（注）棒グラフは前年同月比寄与度
（資料）総務省資料より当部作成

Ⅳ. 広島県経済の現状と見通し ６．所得環境 （１）強まる物価先高観

（資料）当部実施の個人消費に関するアンケート調査より作成

2021/
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• 連合広島の2026年春闘賃上げ率は5.07％（うち組合員数300人未満の中小労組は4.72％）と、3年連続して5％を超える高めの賃上げとなった。こうした
賃上げの流れが中小企業全体に広がることが期待される。

• また、広島県内企業245社を対象に、当部が今年5月に実施した調査によれば、「昨年度と同程度以上の賃上げ」を実施すると回答した企業は全体の8割超
を占めており、賃上げの流れが継続している状況が窺える。

（資料）連合広島資料より当部作成

Ⅳ. 広島県経済の現状と見通し ６．所得環境 （２）賃上げの流れは継続

2026年度の賃上げ状況
（当部2026年5月調査）

連合広島の賃上げ率の推移

昨年度を上回る賃上げ

29.0 ％

昨年度と同程度の賃上げ

53.1 ％

賃上げを行うが

昨年度を下回る

7.9 ％

賃上げは実施しない

10.0 ％

（資料）当部実施のボーナスアンケート調査より作成

82.1%
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広島県の乗用車新車販売台数の推移

• 2026年5月の小売6業態販売額（3ヵ月移動平均）は前年同期比＋4.3％と前月から伸び幅が拡大。とくに、家電大型専門店販売額は同＋27.5％と大きく
増加。来年4月の新省エネ基準適用を見越したエアコンの駆け込み需要が寄与した。また、乗用車新車販売台数も同＋4.9％と2ヵ月連続して前年を上回った。

• 今後、物価上昇圧力が高まるとみられるが、政府の価格抑制策や賃上げ、ボーナス増など所得環境の良化を背景に、消費者マインドは徐々に上向くとみられ、消
費は緩やかながら回復傾向をたどると期待される。

（注）小売6業態販売額は百貨店、スーパー、家電大型専門店、ドラッグストア、

ホームセンター、コンビニエンスストアの合計（3ヵ月移動平均値）

（資料）経済産業省資料より当部作成

Ⅳ. 広島県経済の現状と見通し ７．個人消費 ～消費は緩やかながら回復～
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広島県の小売6業態販売額の推移

（資料）自販連、軽自動車協会連合会資料より当部作成
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 2026年5月の新設住宅着工戸数は940戸/月（前年同月比＋5.3％）と、3ヵ月ぶりに前年を上回った。ただし、地価・労務費等の上昇や資材価格の高止
まりに伴う住宅価格の上昇などを背景に、住宅投資は今後も低調な推移が見込まれる。

 なお、2026年度（6月迄の累計）の公共工事請負金額は978億円（前年同期比＋6.7％）と、前年を上回った。

広島県の新設住宅着工戸数の推移 広島県の公共工事請負金額の推移

（資料）国土交通省資料より当部作成 （資料）西日本建設業保証㈱資料より当部作成

Ⅳ. 広島県経済の現状と見通し ８．住宅投資・公共投資 ～住宅需要は低調に推移～
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• 2026年1－4月の広島県の外国人宿泊者数は70.3万人（前年同期比＋9.0％）と、好調を維持。26年1－3月の観光消費額も高水準で推移している。
もっとも、中東情勢の影響を受けた直近の動向はまだ統計が公表されておらず、中東情勢を背景とした原油価格の上昇や、それに伴う航空運賃の上昇は下押し
要因となる可能性がある。

• 一方で、円安により訪日旅行の割安感が維持されていることや、停戦合意に関する報道などは需要を下支えする材料である。これらを総合すると、インバウンド需
要は今後も一時的な落ち込みはあっても底堅く推移する可能性が高いと考えられる。

Ⅳ. 広島県経済の現状と見通し ９．観光 ～インバウンドは一時的な落ち込みはあるも底堅い～

広島県の外国人宿泊者数の推移 広島県の外国人旅行消費額の推移

（資料）観光庁資料より当部作成 （注）2023年4－6月は参考値

（資料）観光庁資料より当部作成
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 世界経済は、中東情勢悪化の影響が景気の重石となる一方、AIの進歩・
普及を背景とした半導体・データセンター関連投資の拡大が成長を後押し
する見通し。

 米国経済は、個人消費が資産効果や減税政策を背景に底堅さを維持する
とともに、AI関連投資が成長を牽引し堅調に推移。金融政策は利上げに
転換する可能性がある。

 中国経済は、不動産市場の低迷により個人消費が低迷する一方、AI関連
投資や輸出が景気を下支えする見通し。

 欧州経済は、中東情勢に伴うエネルギー価格上昇が重石となるものの、景
気は緩やかながら持ち直しに向かう見通し。

世界経済の現状と見通し

広島県経済の現状と見通し

 2026年度の広島県経済は、輸出・生産の持ち直しや設備投資の増加を背景に、緩やかな回復が期待される。

 輸出・生産は、半導体等電子部品が牽引するほか、自動車生産の持ち直しも見込まれ、回復基調で推移する見通し。

 企業収益は、中東情勢に伴うエネルギー・原材料価格の上昇による下押しが見込まれるものの、設備投資は、深刻な人手不足の中で、省力化・効率化投資
等を中心に高水準で推移する見通し。

 個人消費は、物価上昇圧力が高まるものの、政府の価格抑制策や賃上げ等による所得環境の改善が下支えとなり、緩やかな持ち直しが期待される。

 日本経済は、賃上げや政府の経済対策に加え、AI関連投資等を背景
に、緩やかな回復基調が続く見通し。

 設備投資はAI関連投資や省力化・更新投資を背景に高水準を維持。

 個人消費は、賃上げの継続に加えて、政府の物価抑制策による実質所得
環境の改善を背景に底堅く推移。

 日銀は、物価上振れリスクを警戒しており、金融政策の正常化を段階的に
進めていくものとみられる。

 リスク要因は、中東情勢の再緊迫化に伴うエネルギー価格の上昇および供
給制約の深刻化、円安進行に伴うインフレ加速。7月の熊本地震の影響
が懸念される。

Ⅴ. まとめ ～広島県経済 輸出・生産の持ち直しや設備投資が下支えし緩やかな回復へ～

日本経済の現状と見通し

（ひろぎんHD経済産業調査部 田中 秀明、 唐井 秀樹、 山下 浩平）
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p 速報値 　r 修正値

前年（月）差 うち製造業 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

人 %ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

23 2,739 ▲ 20,256 107.3 ▲ 1.6 105.4 ▲ 1.5 110.0 ▲ 2.1 839 14.2 4,273 2.7 1,174 ▲ 2.5 3,099 4.8 1,088 ▲ 1.0 889 ▲ 1.8 104,637 16.1

24 2,716 ▲ 22,713 104.8 ▲ 2.3 100.8 ▲ 4.4 96.0 ▲ 12.7 749 ▲ 10.7 4,295 0.5 1,097 ▲ 6.5 3,197 3.2 1,077 ▲ 1.0 888 ▲ 0.2 96,673 ▲ 7.6

25 2,695 ▲ 22,085 105.9 1.0 101.8 1.0 100.3 4.5 717 ▲ 4.3 4,256 ▲ 0.9 1,049 ▲ 4.4 3,207 0.3 1,115 3.5 880 ▲ 0.9 99,871 3.3

25 . 4 2,701 ▲ 6,685 102.1 ▲ 4.0 98.4 ▲ 5.7 110.4 ▲ 1.7 55 ▲ 12.6 327 ▲ 2.1 75 ▲ 6.8 252 ▲ 0.7 75 4.5 81 1.3 7,560 10.9

5 2,701 115 120.1 3.4 116.4 3.7 109.1 ▲ 2.9 51 ▲ 8.8 339 ▲ 1.5 77 ▲ 6.6 262 0.1 79 9.2 78 ▲ 0.6 7,048 9.0

6 2,700 ▲ 1,416 19 15 104.5 2.0 103.2 3.7 104.1 ▲ 11.6 61 ▲ 8.4 344 ▲ 3.1 82 ▲ 9.9 262 ▲ 0.8 98 2.9 76 5.3 8,536 6.2

7 2,698 ▲ 1,368 101.1 ▲ 4.6 100.1 ▲ 2.4 97.0 ▲ 18.0 57 ▲ 27.9 367 ▲ 1.7 92 ▲ 6.9 274 0.2 101 ▲ 5.9 77 1.3 8,262 ▲ 8.2

8 2,697 ▲ 1,153 108.5 5.8 105.1 6.4 99.9 ▲ 13.5 49 4.3 360 0.4 74 ▲ 3.0 287 1.3 94 2.7 74 ▲ 5.8 6,557 ▲ 9.9

9 2,696 ▲ 1,642 19 13 104.1 3.9 100.2 3.3 104.2 ▲ 8.0 68 5.1 328 1.2 78 ▲ 0.6 250 1.7 93 2.1 65 ▲ 4.6 8,977 ▲ 7.1

10 2,695 ▲ 985 106.6 4.4 103.1 6.4 107.0 ▲ 6.2 70 1.2 347 3.2 86 1.1 261 3.9 78 9.7 70 ▲ 1.3 8,576 ▲ 10.8

11 2,694 ▲ 265 109.2 4.4 104.9 3.1 102.5 0.5 58 ▲ 2.3 368 3.0 99 1.0 270 3.8 94 10.9 74 0.8 8,092 ▲ 7.4

12 2,693 ▲ 1,823 23 18 104.9 5.8 99.3 4.3 106.2 4.5 66 5.9 454 0.2 125 ▲ 2.0 328 1.1 108 ▲ 1.1 85 ▲ 5.1 7,654 4.1

26 . 1 2,691 ▲ 1,781 113.1 6.4 107.3 8.8 103.0 1.3 61 ▲ 6.8 369 4.4 90 0.2 279 5.8 98 7.7 61 ▲ 4.6 8,362 ▲ 5.3

2 2,688 ▲ 2,330 115.8 10.2 110.0 10.2 105.6 6.3 67 12.0 320 2.9 78 1.2 242 3.4 87 2.4 60 ▲ 2.6 8,376 ▲ 7.5

3 2,686 ▲ 2,419 19 13 r 110.8 10.6 r 106.3 12.3 r 105.4 4.5 72 27.7 368 3.2 95 2.4 273 3.4 124 4.8 74 0.9 10,639 ▲ 0.8

4 2,680 ▲ 6,407 p 110.3 8.0 p 107.8 9.6 p 109.4 ▲ 1.0 63 14.6 336 2.7 79 6.2 256 1.7 82 8.1 79 ▲ 2.1 8,321 10.1

5 2,681 1,494 53 5.0 r 363 7.2 r 86 10.6 r 278 6.2 r 104 32.5 r 84 8.2 7,393 4.9

6 2,680 ▲ 1,120 22 19 71 17.0 9,641 12.9

(注1)推計人口の各年は10月1日の数値、各月は1日現在の数値。　(注2)鉱工業生産指数、同出荷指数、同在庫指数は季節調整済みの値。但し、前年比は原指数による。　(注3)全国の2020年推計人口前年差の数値は増減数。（2020年国勢調査で基準を見直したため）　(注4)百貨店・スーパー販売額、百貨店販売額、スーパー販売額は、金額、前年比ともに全店舗ベース。

年 月 全産業

単　位 台

自 販 連 ・

軽 自 動 車 協 会 連 合 会
経 済 産 業 省

億 円 億 円億 円 億 円 億 円

推　計　人　口

景　気　動　向

業 況 判 断 Ｄ Ｉ 鉱 工 業 生 産 指 数 自 動 車 生 産 台 数

個　人　消　費

百貨店・スーパー販売額 百 貨 店 販 売 額 ス ー パ ー 販 売 額 家電大型専門店販売額 ホー ムセ ンタ ー販 売額
乗 用 車 新 車 販 売 台 数

（ 含 む 軽 乗 用 車 )

出  所 広 島 県 日 本 銀 行 広 島 支 店

[マツダ]

20年＝100 20年＝100 千　台

鉱 工 業 出 荷 指 数 鉱 工 業 在 庫 指 数

マ ツ ダ

生　産　活　動

広 島 県

千　人 %ﾎﾟｲﾝﾄ 20年＝100

前年（月）差 うち製造業 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

万　人 %ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

23 12,435 ▲ 60 103.9 ▲ 1.3 103.2 ▲ 0.7 100.7 ▲ 0.5 8,999 14.9 2,160 4.6 596 8.1 1,565 3.3 463 ▲ 1.1 334 0.0 3,903 13.2

24 12,379 ▲ 56 101.2 ▲ 2.6 99.9 ▲ 3.2 98.8 ▲ 1.9 8,234 ▲ 8.5 2,238 3.6 633 6.3 1,605 2.6 473 2.1 340 1.7 3,725 ▲ 4.6

25 12,321 ▲ 58 100.9 ▲ 0.3 99.5 ▲ 0.4 96.0 ▲ 2.8 8,411 2.1 2,302 2.9 620 ▲ 2.1 1,681 4.7 492 4.0 340 0.0 3,834 2.9

25 . 4 12,340 ▲ 2 100.5 ▲ 0.7 99.2 ▲ 0.8 101.1 ▲ 1.2 669 3.5 180 2.7 46 ▲ 4.9 134 5.6 36 1.1 30 ▲ 0.5 287 11.0

5 12,334 ▲ 6 101.8 ▲ 2.9 100.4 ▲ 3.0 100.0 ▲ 3.0 638 ▲ 2.1 185 1.8 48 ▲ 7.3 137 5.4 37 4.7 31 0.6 269 3.1

6 12,337 3 15 7 101.5 3.4 100.3 2.9 99.7 ▲ 3.0 726 5.0 188 1.0 51 ▲ 8.0 138 4.8 43 5.6 30 2.3 329 5.5

7 12,337 ▲ 0 100.5 ▲ 1.5 98.8 ▲ 2.5 100.1 ▲ 2.3 744 ▲ 7.5 193 1.6 51 ▲ 6.6 141 4.9 43 ▲ 4.8 30 1.0 326 ▲ 3.7

8 12,327 ▲ 10 99.2 ▲ 3.3 98.9 ▲ 2.5 99.5 ▲ 2.9 543 0.4 193 3.3 45 2.4 147 3.6 41 5.4 29 ▲ 3.5 249 ▲ 8.2

9 12,319 ▲ 8 15 7 101.0 2.2 99.6 1.6 99.8 ▲ 2.3 761 ▲ 0.1 180 3.4 47 1.2 133 4.2 40 5.4 25 ▲ 2.3 357 ▲ 2.4

10 12,322 3 101.6 0.1 100.5 0.2 99.9 ▲ 1.9 814 ▲ 0.3 188 5.1 51 4.0 137 5.6 37 11.0 27 0.2 328 ▲ 2.8

11 12,320 ▲ 2 99.6 ▲ 4.2 99.5 ▲ 3.0 98.0 ▲ 4.1 686 ▲ 7.2 199 4.9 57 0.7 142 6.7 41 7.6 29 1.0 307 ▲ 7.0

12 12,317 ▲ 4 17 11 100.2 0.9 98.4 0.3 98.6 ▲ 2.8 691 1.9 238 1.4 71 ▲ 1.2 167 2.6 49 0.4 33 ▲ 2.6 278 ▲ 0.8

26 . 1 12,298 ▲ 19 104.5 0.7 102.1 1.2 97.8 ▲ 4.3 677 ▲ 0.6 197 3.0 54 2.2 143 3.3 45 9.6 25 1.6 308 ▲ 6.2

2 r 12,298 0 102.4 0.4 100.6 ▲ 0.1 98.1 ▲ 3.4 740 0.9 176 2.0 47 1.6 129 2.1 37 2.9 23 ▲ 1.2 329 ▲ 7.3

3 12,285 ▲ 13 18 12 102.0 2.4 99.7 2.2 96.3 ▲ 5.3 789 0.9 196 1.4 56 2.3 141 1.1 50 4.4 29 3.4 408 ▲ 3.2

4 12,286 1 102.5 2.0 101.0 1.8 96.0 ▲ 5.0 687 2.7 185 2.4 48 4.5 136 1.7 40 12.1 31 4.6 315 9.7

5 12,281 ▲ 5 r 102.6 ▲ 2.1 r 101.5 ▲ 2.0 r 94.9 ▲ 5.0 r 195 5.4 r 51 7.6 r 144 4.6 r 47 27.5 r 34 9.0 277 2.8

6 p 12,285 4 18 14 360 9.5

p 速報値　r 修正値

百貨店・スーパー販売額 百 貨 店 販 売 額 ス ー パ ー 販 売 額 家電大型専門店販売額 ホー ムセ ンタ ー販 売額
乗 用 車 新 車 販 売 台 数

（ 含 む 軽 乗 用 車 )

(注1)推計人口の各年は10月1日の数値、各月は1日現在の数値。　(注2)鉱工業生産指数、同出荷指数、同在庫指数は季節調整済みの値。但し、前年比は原指数による。　(注3)全国の2020年推計人口前年差の数値は増減数。（2020年国勢調査で基準を見直したため）　(注4)百貨店・スーパー販売額、百貨店販売額、スーパー販売額は、金額、前年比ともに全店舗ベース。

鉱 工 業 出 荷 指 数 鉱 工 業 在 庫 指 数 自 動 車 生 産 台 数
推　計　人　口

景　気　動　向 生　産　活　動

業 況 判 断 Ｄ Ｉ 鉱 工 業 生 産 指 数

年 月 全産業

千　台20年＝100 20年＝100 20年＝100

個　人　消　費

出  所 総 務 省 日 本 銀 行 経 済 産 業 省 自 工 会

単　位 万　人 百 億 円百 億 円 百 億 円%ﾎﾟｲﾝﾄ 千　台

自 販 連 ・

軽 自 動 車 協 会 連 合 会
経 済 産 業 省

百 億 円 百 億 円

広

島

県

全

国

Ⅵ. 主要経済指標
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前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

23 820 ▲ 4.6 ▲ 8.0 1,458 7.1 10,087 2.7 11,040 ▲ 6.8 105.2 3.1 8,690 35.2 24,026 3.1 2.29 1.31 9,654 3.6 5,880 4.0 1,599 1.8

24 793 ▲ 3.3 ▲ 11.0 1,531 5.0 10,709 6.2 11,272 2.1 107.9 2.5 10,006 15.1 23,435 ▲ 2.5 2.25 1.25 9,869 2.2 6,125 4.2 1,621 1.4

25 739 ▲ 6.8 ▲ 5.7 1,634 6.7 11,045 3.1 11,310 0.3 111.2 3.1 10,300 2.9 15,921 ▲ 32.1 2.20 1.22 10,055 1.9 6,452 5.3 1,637 1.0

25 . 4 56 ▲ 26.6 4,085 0.9 273 12.0 915 1.9 930 ▲ 2.1 110.7 3.5 828 5.7 1,028 ▲ 9.4 2.26 1.25 10,019 0.9 6,150 3.1 1,616 0.3

5 43 ▲ 34.4 3,531 22.8 165 4.0 813 ▲ 1.8 879 ▲ 7.5 111.2 3.7 857 ▲ 15.1 904 ▲ 33.9 2.18 1.23 10,061 1.6 6,169 3.3 1,619 0.6

6 56 ▲ 15.6 2,922 ▲ 13.9 191 10.8 916 ▲ 0.5 904 0.5 111.3 3.3 848 3.4 1,057 ▲ 3.8 2.18 1.22 10,034 1.6 6,233 3.8 1,621 0.8

7 61 ▲ 9.7 2,612 ▲ 20.7 168 9.5 934 ▲ 2.8 950 ▲ 7.3 111.4 3.1 961 0.8 1,670 ▲ 78.6 2.18 1.22 10,014 1.4 6,250 4.0 1,623 0.7

8 60 ▲ 9.8 2,578 ▲ 15.6 110 2.7 842 ▲ 0.1 871 ▲ 5.1 111.5 2.7 805 11.3 1,144 12.8 2.15 1.21 10,046 1.9 6,271 4.6 1,626 1.0

9 64 ▲ 7.3 3,379 ▲ 3.1 143 12.5 940 4.1 968 3.3 111.7 2.9 873 8.2 1,125 ▲ 15.3 2.13 1.20 10,013 2.2 6,302 5.1 1,630 1.0

10 72 3.2 3,093 ▲ 8.0 133 18.1 977 3.6 1,001 0.8 112.0 3.0 965 6.2 1,275 ▲ 49.6 2.12 1.19 10,032 2.2 6,327 5.3 1,631 0.9

11 60 ▲ 8.5 2,360 ▲ 25.1 75 ▲ 6.8 971 6.1 940 1.4 112.3 3.0 778 ▲ 7.5 824 ▲ 48.6 2.14 1.19 10,139 2.6 6,376 5.2 1,634 1.0

12 62 ▲ 1.3 2,761 ▲ 5.9 78 14.9 1,041 5.1 1,031 5.4 112.2 2.4 928 10.2 2,982 53.7 2.14 1.20 10,055 1.9 6,452 5.3 1,634 0.8

26 . 1 56 ▲ 0.4 2,566 3.2 62 9.1 919 16.8 1,035 ▲ 2.6 112.1 2.0 887 5.6 1,198 ▲ 1.3 2.11 1.18 10,090 1.9 6,464 5.3 1,632 0.9

2 58 ▲ 4.9 2,833 ▲ 11.0 85 23.6 956 4.0 952 10.3 111.8 1.6 851 11.4 1,332 ▲ 22.3 2.10 1.19 10,139 2.6 6,491 5.7 1,638 1.2

3 63 ▲ 29.3 3,057 ▲ 12.3 202 17.5 1,098 11.5 1,034 10.9 112.3 1.8 924 8.3 1,148 16.5 2.15 1.18 10,312 3.2 6,552 6.3 1,643 1.6

4 63 11.4 3,017 ▲ 26.1 286 4.7 1,051 14.8 1,021 9.8 112.3 1.4 883 6.6 1,119 8.8 2.11 1.18 10,355 3.4 6,555 6.6 1,647 1.9

5 58 33.9 2,606 ▲ 26.2 153 ▲ 7.7 r 950 16.8 p 989 12.5 112.8 1.4 780 ▲ 9.0 1,212 34.1 2.11 1.17 10,386 3.2 6,586 6.8 1,648 1.8

6 202 6.2 p 1,093 19.3 p 1,134 25.4 113.0 1.6 1,021 20.4 1,332 26.0

輸 出 通 関 実 績 輸 入 通 関 実 績

単　位

(注1)消費者物価指数は生鮮食品を除く。　(注2)企業倒産は負債額1千万円以上の企業が対象。　(注3)求人倍率は季節調整済みの値。

消 費 者 物 価 指 数

建　設　投　資 公　共　投　資 貿　易　動　向 物　価　動　向

新 設 住 宅 着 工 戸 数
建 築 着 工 床 面 積

（ 非 居 住 用 ）
公 共 工 事 請 負 金 額

36,463

千 戸 千㎡

年 月

43,447

38,657

百 億 円 件百 億 円 百 億 円 20年＝100

新規 有効

国 内 銀 行 預 金 残 高 国 内 銀 行 貸 出 金 残 高

厚 生 労 働 省 日 本 銀 行

倍

マ ネ ー ス ト ッ ク

出  所 国 土 交 通 省 西 日 本 建 設 業 保 証 財 務 省 東 京 商 工 リ サ ー チ総 務 省

p 速報値　r 修正値

M３ 前年比

億 円 倍 千 億 円 千 億 円 兆円 ％

企　業　倒　産 雇　用　動　向 金　融　関　係　指　標（ 月　末　[ 年　末 ]　値 ）

件 数 負 債 総 額 求 人 倍 率

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

23 ▲ 2.5 746,498 1.4 3,038 2.0 30,234 10.1 14,963 ▲ 7.8 105.2 3.1 157 48.1 18,956 ▲ 42.1 2.82 1.53 157,561 3.0 117,675 3.3 1,936 1,572

24 ▲ 11.2 721,882 ▲ 3.3 2,699 ▲ 11.2 28,550 ▲ 5.6 14,332 ▲ 4.1 107.8 2.4 195 24.2 53,629 182.9 2.68 1.45 162,978 3.4 122,239 3.9 1,971 1,217

25 ▲ 0.4 715,732 ▲ 0.9 2,695 ▲ 0.1 26,315 ▲ 7.8 13,476 ▲ 6.0 111.3 3.3 171 ▲ 12.3 36,284 ▲ 32.3 2.56 1.41 167,399 2.7 127,513 4.3 2,064 1,752

25 . 4 1,810 16.2 31,078 ▲ 66.2 316 ▲ 22.7 1,990 ▲ 25.9 1,065 ▲ 15.5 111.1 4.1 18 12.5 2,005 12.9 2.69 1.46 164,058 2.0 122,499 4.1 990 1,472

5 893 ▲ 27.0 53,699 ▲ 14.5 255 43.4 1,932 ▲ 9.5 1,124 ▲ 10.5 111.5 3.9 11 ▲ 45.0 1,453 ▲ 42.8 2.50 1.43 165,796 1.1 122,768 3.5 880 1,777

6 1,147 ▲ 7.4 95,051 40.2 346 22.7 2,386 ▲ 6.3 1,093 ▲ 14.4 111.3 3.3 20 33.3 5,261 90.1 2.53 1.42 164,921 1.1 123,403 3.4 1,028 1,379

7 895 ▲ 37.3 71,047 45.5 243 ▲ 21.1 2,096 ▲ 24.8 1,218 ▲ 7.6 111.8 3.4 18 ▲ 14.3 10,937 402.4 2.59 1.43 165,352 1.5 124,609 3.2 1,034 1,523

8 1,114 ▲ 8.2 114,643 172.8 152 ▲ 2.4 2,020 ▲ 11.3 1,084 3.5 111.9 3.1 18 63.6 5,361 ▲ 54.0 2.46 1.41 166,053 2.0 124,713 3.6 1,067 1,688

9 1,040 ▲ 28.6 52,804 ▲ 49.6 246 8.7 2,264 12.0 1,079 ▲ 12.4 111.6 3.2 13 ▲ 18.8 922 ▲ 72.7 2.47 1.40 165,844 2.5 125,654 4.3 1,017 1,537

10 1,487 24.5 42,884 ▲ 44.4 206 ▲ 9.5 2,462 21.6 1,089 ▲ 4.8 112.1 3.3 16 23.1 2,694 123.9 2.48 1.38 166,596 2.7 126,155 4.2 1,371 1,781

11 1,214 ▲ 4.0 57,777 131.8 131 ▲ 7.7 2,563 23.9 1,165 0.5 112.4 3.2 4 ▲ 66.7 1,074 56.8 2.41 1.38 168,128 2.8 126,577 4.1 1,028 1,560

12 1,623 2.1 58,803 42.9 98 ▲ 30.9 2,202 ▲ 10.7 1,187 4.5 112.2 2.3 20 33.3 2,403 26.5 2.44 1.38 167,399 2.7 127,513 4.3 2,064 1,752

26 . 1 931 ▲ 14.1 58,162 98.2 158 ▲ 3.9 2,125 ▲ 5.5 1,210 ▲ 7.4 112.2 2.3 16 100.0 2,719 109.8 2.48 1.39 167,503 3.7 127,309 4.3 672 1,996

2 1,251 22.6 200,703 315.0 96 ▲ 10.4 2,877 47.6 1,293 43.0 111.5 1.8 9 ▲ 30.8 1,474 ▲ 16.4 2.43 1.38 167,857 4.4 127,200 4.2 990 1,395

3 1,156 ▲ 46.9 59,976 ▲ 0.4 255 ▲ 40.6 3,090 40.5 1,157 ▲ 2.4 112.1 1.8 18 50.0 1,957 75.5 2.42 1.37 168,466 3.2 127,869 4.9 1,003 1,643

4 1,107 ▲ 38.8 98,326 216.4 386 22.1 2,640 32.7 1,272 19.4 112.7 1.5 17 ▲ 5.6 5,823 190.4 2.39 1.38 167,223 1.9 128,120 4.6 1,143 1,518

5 940 5.3 115,673 115.4 203 ▲ 20.6 ｒ 2,342 21.2 p 1,274 13.3 113.2 1.5 11 0.0 1,026 ▲ 29.4 2.43 1.36 168,410 1.6 128,625 4.8 767 1,735

6 390 12.7 113.3 1.8 16 ▲ 20.0 3,850 26.8

資 金 需 給 実 績 等件 数 負 債 総 額 求 人 倍 率 県 内 銀 行 預 金 残 高 県 内 銀 行 貸 出 金 残 高

発行高 受入高

億 円 20年＝100

有効新規

(注1)消費者物価指数は生鮮食品を除く。　(注2)企業倒産は負債額1千万円以上の企業が対象。　(注3)求人倍率は季節調整済みの値。

輸 出 通 関 実 績 輸 入 通 関 実 績 消 費 者 物 価 指 数

広 島 県

単　位

出  所

年 月

㎡ 億 円

国 土 交 通 省
西 日 本 建 設 業 保 証

広 島 支 店
神 戸 税 関

17,515

15,560

15,502

戸

企　業　倒　産

新 設 住 宅 着 工 戸 数
建 築 着 工 床 面 積

（ 非 居 住 用 ）
公 共 工 事 請 負 金 額

億 円

雇　用　動　向 金　融　関　係　指　標（ 月　末　[ 年　末 ]　値 ）建　設　投　資 公　共　投　資 貿　易　動　向 物　価　動　向

p 速報値　r 修正値

東 京 商 工 リ サ ー チ 広 島 支 社 広 島 労 働 局 日 本 銀 行 広 島 支 店

件 百 万 円 倍 倍 億 円 億 円 億円 億円

広

島

県

全

国

Ⅵ. 主要経済指標
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アンケートのお願い

 本資料は情報提供のみを目的として作成されたものであり、何らかの行動を勧誘するものではありません。

 本資料は、信頼できると思われる情報に基づいて作成されていますが、その正確性を保証するものではありません。また、本資料に記載された内容等は作成時点のものであり、今後予告なく修正、変更されることがあります。

資料のご利用に関しては、 お客さまご自身の責任において判断なされますよう、お願い申し上げます。

 本資料に関連して生じた一切の損害については、責任を負いません。その他、専門的知識に係る問題については、必ず弁護士、税理士、公認会計士等の専門家にご相談のうえ、ご確認ください。

 本資料の一部または全部を、当社の事前の了承なく複製または転送等を行うことを禁じます。

 本件に関するご照会は、ひろぎんホールディングス経済産業調査部 唐井（082-247-4958）までお願いします。

PCの方はコチラをクリックしてください。アンケートはこちらから
ご回答ください ※ ナインアウト株式会社が提供する

アンケートサイトへ遷移します。

【アンケートのお願い】

•ひろぎんホールディングス経済産業調査部では、レポートの品質向上を目的として、アンケートを実施しております。（所要時間：1分程度）
•下記の二次元コードまたはリンクからご回答いただきますようお願い申し上げます。なお、個別のご質問に対する回答は原則として行っておりませんので、
あらかじめご了承ください。

経済調査

https://hiroginhd.svy.ooo/ng/answers/economic_survey/



